アメリカにおける社外取締役の実態――ノイエス・E・リーチ, ロバート・H・マンダイム教授 (ペンシルベニア大学法学部)著「大会社における社外取締役」(31 The Business Lawyer 1799―1838 (Feb. 20. 1976 ))の要約を中心として―― by リーチ ノイエス・E. et al.
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＜紹介＞
リカにおける社外取締役の実態アメ
－ノイニス。Ｅ・リーチ，ロパート.Ｈ・マソダイム教授（ペンシル
ベニア大学法学部）箸「大会社における社外取締役」（３１TheBusiness
lawyerl799-1838（Feb、20.1976)）の要約を中心として－
石田宣孝
【英米の取締役制度の特徴
Ⅱアメリカにおける取締役一般に対する不信（紹介論文の端緒を含む）
Ⅲ内容紹介
Ⅳ結びに代えて
Ｉ英米の取締役会制度の特徴
（１）
ドイツ，フランス等大陸法系の会社法がもつ監査役１１こ相当する，会社の業
務執行につき取締役会から独立して監視ないし調査機能を果す機関は， 英米
という言葉はあ
会社の貸借対照
,においては存在しない。勿論英米において監査役（Auditor）
②
るが，それ,ま例えばイギリスにおいては，設立時を除いて，
表についての監査を行う監査役を株主総会で選任すること (英国会社法159条
法系の監査役とは異別のものといえよう。 学者大陸1項）されているから，
Ｉ土ドイツの会社法をイギリスの会社法と比較して「イギリス法では取締役を
集約的に会社の業務執行者と認識し同時に取締役が取締役会を構成するもの
執行取締役ないし通常取締役となるべきとしている。取締役達は， 1人乃至
それ以上の人員を彼等の中から選任し， 残余の取締役は程度の差はあるが取
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締役会の活動全般に亘り支配権を行使する。経営並びに監査の機能は，それ
（３）
故同一実体の中で結合されている｡」と表現し，またヴァッツも「アメリカ
の会社は取締役会を有しており， それは広範囲の政策を定め，重要な決定を
役員や代理人を選任する。かつアメ リカの会社はその政策を執行するなし，
ドイツの組織はこれと異なる。積極的な業務の執行からはっ役員を有する。
きりと離れてい るべきであると考えられている監査役会 (Aufsichtsrat）Brat）は，
としてい現実の経営者の業務執行を審査しそれについて株主に報告する｡」
監査役会と取締役会の権限を分離しないスタイるから，
いえよ
ルが英米法の特徴と
う。ただ英米においても， ドイツ監査役会に各種の特殊な利益群（労
働者，銀行，親子関係会社等）が混入されている点について多少の疑問をもち
仏）つつも興味を示している。またドイツ株式法もその改正に際してIま，英米式
（５）の単一合議体制度をある程度斜酌しﾌﾞﾋﾆことが報告されていることを考えると，
両システムにはそれぞれいかなる健全な企業の管理運営が為される力､につい
て共通の矛盾をもっているといえよう。
わが国の商法は，昭和25年の改正により，アメリカ式の単一体の取締役会
制度を取り入れ強大な業務執行権限を取締役会に与えた。 型の上からはドイ
ﾂ式の驍杏役会と取締役会が併存する法体系をもつものの， 企業運営の実体
は全くアメリカのスタイルに近い。昭和49年の改正により監査役にも会計藍
査ばかりではなく取締役の職務執行を監査する権限が加えられたが（商法274
（６）
条)，むしろそjれは為にする改正であるという指摘が当初より為され現在再
（７）
度この制度の検討力:さし迫った問題となっている。
そんな中でわが国の会社経営体系をドイツ法系ととらえるか英米法系とと
らえるかに遼巡する暇はない。 わが国の取締役会は正に強大な権限を保有す
る機関であることを十分認識し，今やこれに歯止をかげる機関（監査役会）
の存在を検討することの承で健全な経営は考えられない。いかに効果的に，
取締役の違法な行為を他者がチェックするかに加えて，彼等自身の側から億
全化への配慮をなす運動が並行されなければならないとも考えられよう。
とにどれ程の期待がかけられるのか疑いを挾承つ取締役自からを律するこ
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つもとにかくアメリカでは，近時社外取締役の取締役会における足場が築か
（則
れつつあるとされる。以下'こその築かれつつある状況を，ペンシルベニア大
学法学部センターの1975年春から1976年冬にかけて行った会計研究会の発表
（９）m
を中'□に会社実務家（会長・社長等）２４名，法律専門家（弁護士.証券取引委員
14名,大学教授７名の三者の討論会をノイニスＥ・リ 一チ教授，ロバ
ofthePublicly
l38の要約を紹
会委員）
一卜．Ｈ･マンダイム教授が総括した論文The
HeldCorpolation，Ｖｏｌ３１．Ｎ０．４．ＴｈｅBusiness
介して承る。
outsideDi正ｃｔｏｒｏｆ
ｴawyerl799-1838
(1)フランスのCommissail巴samcomptex，イタリアのsindaci，ラテンアメリカ
諸国のsindiosおよびオランダとスウェーデンにおける似たような機関があると
される，ヴイァッツ「現左的な」会社の改革，矢沢惇訳中16ページ右欄
(2)設立時は，取締役会によって選出される。（英国会社法159条１項）
(3)HWIirdinger，ＧｅｒｍａｎＣａｍｐａｎｙＬａｗ（1975）Ｐ､3７（ペニソトン監修）
(ＱＡ１ｆｒＣｄＦ・Conard，CorporateinPerspective（1976）Ｐ､366に資本を構成しな
(労働者，消費者，地域住民） の利益をも考え経営がなされるべきであい代表者
るとし， 企業の不協和（暴力，ストライキ，これ等の利益の調和を図ることが，
を避ける手だてとなるとしている。その為には1970年修正されたドイツ株訴訟）
式法を参照することを薦める。ただその実験台となるのはアメ リカに於ては巨大
それは参加させることによって， 企業の
更に巨
産業に限られるべきであるとしている。
むしろ無気力な株主を刺激することになること，失う利益が少ないこと，
大企業は既にその体験からそれ等違和感はしたないであろうし， またあったとし
ても未経験故に被る損害は最少にくいとめられるからであるとする。
(5)ヴイアッツ，前掲訳18ページ左欄
(6)奥島孝康，株式会社機関構想の問題性，法律時報第46巻９号33ページ参照
(7)不二サッシ事件，昭和53年10月６日同社前会長の逮捕が報道されたことを契機
に監査役制度の立法上の見直しが開始されつつある。昭和53年私法学会は，この
見直しを急務と考え，シンポジウムを組んでいる。
(8)神崎克郎，米国の社外取締役の法的責任，商事法務816号（昭和53年10月５．１５
日号）
テキサス機器社等ゼネラル・モータース社，(9)ゼネ ．
⑩アーサー。 プライジャーの名前も弁護士として見える。
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(紹介論文の端緒リカにおける取締役一般に対する不信Ｘアメ
を含む）
リカにおいてもこの種の検討がもたれるきっかけをペソセソトラル事アメ
(破産事件）を初めとする各種訴訟事件 (証券取引法関係事件が主）で取締役件
殊に社外取締役の責任が強調されたことに置くことができる。 しかし肝心な
のはその様な事件が起りうる基盤について取締役の違法行為追及に対する恒
常的な取締役ないし取締役の無気力に対する不信感を見逃すことはできない。
この様な無気力を助長する環境の一つとして， 著者の住むペンシルベニア州
｢では取締役は正常の分別ある者達が同様の状況の下で行使する(会社法）
注意をもってその義務を履行しなければならない」（Pa.Stat・Ann・tiL15§1408
(1968)）とする，日本民法の委任 (民法§644）に関する規定における受任者
の善管義務の如き規定が置かれていることが指摘されよう。 このためか取締
役は特に自己の責任について積極的な対応を示さず， 行うべき何事もなして
いないことが非難されてきた。 取締役がその様になにもしないなら取締役会
に広い権限を与えるべきであるとする批判が生まれる根拠はこのあたりにも
あろう。この様な州法の状況に対しアメリカ法曹協会会社法改正部会は取締
役会の基本的機能の問題をとらえて， ｢所謂社外取締役の出現を考える前に，
会社の事業活動に積極的に介入する取締役会を期待することは何も間違った
しかし会社に介入することに積極的ではない人の参加していことではない。
ろ取締役会が成長してくるにつれて， その様な期待はもはや全く理屈にあわ
ないものとなった。 事実上その様な積極的介入は今日の複雑な構造をもつ会
社に関する限り全く実行不能であるからである」（CommitteeonCorporateLaws
oftheAmericanBarAssociation，ModelBusinessCorporationActwithReviRinn
と評価しひとり取締役や取締役会の不作為Thmughl974AddendumBatl43）
ばかりを追及することでは物足りなさを感じ始めた。 そこで同改正審議会は
模範法を ｢会社の事業は取締役会によって運営しなければならない」 (模範事
業会社法§33）を改め，「…は，取締役会の指示に基づいて（underthedirection
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of…）運営しなければならない」 とした。この指示が何を意味するか，その
手続がいかなるものかは取締役会の残された課題となり役員の裁量によって
左右されなければならない不確定なものとなっている。 この裁量に脚色を加
えるのはそれぞれ既存の取締役会であるからである。
（１）
切りｵLとして社ﾀﾄ取締役にかけられた期待は大きい。
この取締役会健全化の
前述のペンセントラル事件がエポッ クメーキソグなものと考えられる理由
この事件を研究した証券取引委員会の本件に対する評価であり，(よ， 同社の
取締役会が(1)積極的責任を行使しな↓ ､取締役会の地位を名誉会長的なものと
する傾向にあったこと(2)限られた情報しか蒐集せずまたこれを受領ないこと
(3)取締役会は取締役相互の唯一の接点になるの承で(4)今会社で何が起ってい
②
るかを取締役会lこ知らせる手続を確立していないことを指摘したことに依る。
このために産業界， 法曹会いずれも取締役会を再認識せざるを得ず， なかで
屯社外取締役の地位を評価せざるを得ない。 事実同社の社外取締役三名への
告訴は正にショッキングであった（SECv､PennCentmlCar〔1973-74Transfer
ＣＣＨＦ℃｡､ＳｅｃＬ､ＲＥｐ94.527（E・ＤＰa・May､２， 1974)。これにより社外取
(証券取引委員会議長ブラシ
BindeO，
締役の任務につし ､ての教育の必要性が痛感された
ドホード，Ｇクック氏の発言，1974年４月10日.CCHFedSec･ＬＲｅｐ､79.302に再録)。
（３）
社外取締役の責任を追及する事件I±後を断たない。しかし，これ等の判例
基準により社外取締役の行動の規範化は， 証券取引委員会によって行なわれ
てわいるが人間行動並びに事業様式の絶え主のない変動が原因で未だ達成さ
れていない。ただスターリング・ホーメッツ社の調査に基づいて証券取引委
員会は研究の成果を次の様に発表し， その中である程度の社外取締役の行為
即ち同社の二人の社外取締役の行動を詳細に分析基準を示すこととなった。
｢会計並びに事業報告を受けたいと強く主張しなかったことについて， 彼し
等が保護（株主に対する）を怠ったことを明確に示し，委員会は株主が社外取
締役からの`情報を期待する資格を有するものであることを確信した」 と述べ
た。証券取引委員会も自身の制定法上の目的を達成するためには， 社外取締
役を信頼しなければならなくなって来つつある。 さらに会社の報告と社外取
120
調査のために新たに締役の報告が同じというような病的な状況に対しては，
選ばれた社外取締役で構成された委員会の情報が要求された（例えばＳＥＣ．
v､UnitedBrandsCo，ＣＣＨ.F、､SEC.Ｌ,ReP95，４２０（DD.ＣJan､27,1976)，参照
InvestorResponsibiltyResearchCenterlnc.,編TheCorporateWartergate,Ａ－１ｅｔ
またこれ等委員達は調査を助けるためにしば しば社外根seqDctorberl975）
談役ないし独立の監査人を雇用してきたと報告している（例えばSECvMat-
eLInc.，
加えて，
､807（､.Ｄ・C1974))。
これ等の再発を予防
ただこの様な社外取
D974-75TransferBinder〕ＣＣＨ F℃｡.Ｓec・ＬＲｅＰ９４､８０７
取締役会の過去の不適切な取扱を救済したり，
する期待もこれ等社外取締役に課せられているとする。
締役への絶え主のない責任の増大は， 直ちに連邦法の改廃へとは移行せず事
業慣習を通じて州法へ影響を及ぼす経過となっている。 一方会社の側にとつ
ては，これ等判例， 事業慣行に無関心である訳にはいかず， 序点に社外取締
役役割分担を拡大しつつある形跡がうかがわれる。 ただ，ここで示される実
態は，紹介論文の編集が，コーン・フェリー・インターナショナルの了解の
下にその調査報告を基盤としていることを付言しておく。
(1)社外取締役とい名称は， 日本では未だ法的評価を受けていない。 一般には常時
会社に出勤して内部的業務に従事する者を社内取締役といい， 会社外にあって取
締役会が開かれる場合仁の糸出社し，業務執行に関する意思決定に関する意思決
定に参加する者をいう。星川長七・株式会社法辞典484ページ，社外取締役に関
するわが国のスタソダー ﾄﾞな文献として中村一彦．企業の社会責任219ページ以
下に詳しい。
(2)“TheFinancialCollapseofthePennCentralCompany”StaffReportofthe
SecuritiesandExchangeCommissiontoSpecialSubcommitteeonlnvestigatio-
ns･HouseCommitteeonlnterstateandForeignCommerce（Au9.1972）
(3) これについては神崎克郎・商事法務816号41ページ以下に詳しい。
Ⅲ内容紹介
（１）社外取締役の適正な役割についての試案
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取締役会に対する変りつつある特定責任の態様についての検討
Ａ委員会制度
Ｂ取締役会の役員
ｃ専門取締役
取締役の役割要綱
特定な状況における社外取締役の任務
Ａ社外取締役と財政監査役
(Ⅱ）
１
１
Ⅲ
Ⅳ
く
Ｉ
合併における社外取締役の役割Ｂ
Ｃ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
会社乗坂における目標会社の社外取締役の果す役割
社外取締役(1)政府の調査(2)私的訴訟
社外取締役と経営報酬の決定
社外取締役と経営の監査
取締役と経営者の関係の心理的変化
社外取締役と関係あるものとして取締役会組織全般に亘る問題(Ｖ）
Ａ取締役会の構成
Ｂ取締役会の選挙一独立性の保証
Ｃ社外取締役の報酬
Ｄ補償及び保険(1)補償(2)保険
以下紹介内容の頭初に付された記号は本目次のそれと一致する
う保法的に取締役会制度の廃止が考えられない以上これと調和をど(１）
概ねその基本的問題については反応を示つかが問題である。しかし州法は，
さない。連邦法（証券取引法）も前Ｉ く取締役会の廃止については議論屯前述のごと
責任そのものを
>countnhiIilitvRS
をするのでなく取締役会を企業運営に参加させる代わりに，
求める方向に傾いた。一方会社責任調査団 (TheCorporateAccountabilility
でさえ取締役会の権限を蘇生させることを通じて会社を統制すsearchGroup）
ろために彼等に多大の責任を委託する方向を示した (RNader，MGreen＆J・
theFmeralCharteringofSeligman,Constitutionalizingthe Corporation：ＴｈｅＣａｓｅｆｏｒ
GiantCorporation（1976))。
同法33条「…の取締役会によ模範事業会社法の対応のしかたについては，
と改め結局は，取締役会役員｢取締役会の指示に従った運営」る運営を」を
と社外取締役との分離を企る方向に赴きつつある。 メルビソ
rMelevin
(部内者取締役）
アイゼンバーグ教授の「現代会社の経営組織の法典化」 (Professor
l22
Eisenberg,LegalModelofManagementStructureintheModemCorporation）論稿
会社の利益を個人的利益が損うことになるという理由により企業運営では，
機能と監査的機能との癒着を恐れこれを分離させ独立の監視の必要性を強調
し，この役に社外取締役を当嵌めようとする（６３calif.Ｌ・Rev､375（1975))。
実際この学説の主張を一歩進める模範事業会社法の試承を実行する会社も
即ち相互銀行業界では典型的な投資助言者（Invesト既に現われてきている。
mentAdviser）による経営管理機能を充当させた。 この投資助言者とは企業か
助言を受ける基金の取締役会役員あるいは役員としら独立した実体をもち，
て事業から雇用されるものをいう。 この投資助言者を統制するのは多数派株
その取締役会の特定の構成員を投資助言者並主である。ただ投資会社法は，
びに多数派たる株主と意見を異にする人為で占め， 両者は独立した取締役と
この投資助言者が基金と締結しして株主総会に出席することを要請される。
た投資助言契約に基づいて総ての情報を評価しなければならないとし， この
助言者と多数派株主はいずれも利害関係のない者でなければならない等の諾
要請を独自の規範としている。
社外取締役の監査役的役割に伴う危険としては， 社外取締役自身で経営に
関心を持ち，延いては私【
また逆に助言者（第三者）
ツブまで強化しかねなし延いては私的なスタ ､積極的過ぎる面と
的態度で臨糸思い切った監査ができないという梢
極的過ぎる面との調和である。プーマ対マリオネット事件では，会社対会社
部内者の争いの核となる取引行為の再尋問 Qfamination）を｢会社の経営成
社外取締役が行なった当該訴
(Re-e9 amination）
績がある１人の者の利益となるよ うな会社の，
追行為に対する判断は， それが独立した事業判断の結果行なわれたものであ
るから，当裁判所は， この経験豊かな独立の取締役会の構成員の意見に代え
その他の情報欠乏を土台とする意見を採択すて， るものでない」と拒絶し
(283Ａ2.693(DeLChl973))，社外取締役の判断を尊重している。
ラスカー対ブルックス事件では， 派生訴訟が会社の利益と矛盾すると (社
外）取締役が判断した場合は， 訴追を停止すべきであるとまでいう (CCH
FedSec.Ｌ・Rep．95,297（ＳＤＮ.Ｙ､SePt24,1975)｡
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プォーゲル対チエスナッツ事件においては，社外取締役に「取締役が証
券取引の実行に対し受取った手数料の返還を要求する」 判断が求められたが，
その社外取締役には判断を下す情報が与えられていないのでその必要はない
と判示している（Hbge］
1975))。
v・Chestnutt,ＣＣＨＦ℃ｄＳｅｃ・ＬＲｅｐ､９５，３９３ (2dCirpec､30,
社外取締役の監査的役割とは取締役会自身の価値とか相談役， 助言者とし
かといつての役割の価値（それぞれ資料情報蒐集を行う）を損う ものでない。
取締役会の役員としての責任を免除されることにもならない。て，
将来社外取締役は， ますます監査的機能を発揮しなければならない。 以下
に具体的に社外取締役にはいかなる役割があるか， 監査機能を彼に果させる
その独自性をいかに保つか等を展開する。 ただ前述の様に，予想ためには，
としてこの制度の発展がどんな種類の会社にも当嵌まるものでなく， 大会社
に限定されること，即ち， この制度が会社全般についての原則の確立を行お
うとするものでないことを再度明記しておく。
社会責任委員会等の委員会を取締(ⅡトＡ近時の傾向とし，監査委員会，
今のところこの制度は模範事役会の中に設置している実態が見受けられる。
リカ法曹協会模範事業会社法改正委業会社法では認められていないが， アメ
取締役の信頼を勝ち得るものと信頼される場員会は，「若しその委員会が，
合は，取締役自からは，そにその中で活動していなくても委員会から出された情
報等を信頼する権限を彼に与える」としてその改正を試案 (Committeeｏｎ
CorporateLawoftheAmericanBarAssociation
withRevisionsThroughl974,AddendumBat］
lsoc ationModelBusinessCorporationsAct
nB tl39）し，旧態の委員会制度にも末
との評価もある。
モータース社（以下ＧＭという）の例を引
だ頼むに足る力を残存せしめている
⑤執行委
この様な実例として，ゼネラル．
(ｲ)財政委（経営者と労働者の半会で構成されているもの）き同社には，
(従業員の象)的監査委（取締役の引退者か社外相談役が委員となることもある）
(取締役の引退者）㈹人事（取締役の引退者）がありこれ等委員はすべ㈹政策委
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ただ個念の委員会の構成を見るて取締役会に責任を負うものとされている。
なかでも監杏機能を果すべき、が全く企限り経営者偏重の批判は否めない。
業従業員引退者で占められた場合は問題である。
これ等の委員会が実質的な監査活動を果していればまだしも， トランスワ
法定の会社従業員の全体的独立性－ルド航空社の社外取締役は取締役会に，
ﾌに配置することを要求した。ある身分をもたせてスタッ これ等のスタッフ
の配置を行はないこ とを理由にアーサー｡ ゴールドバーグ社外取締役が同社
を辞任したことが紹介されている。相互銀行は前述の通り むしろその逆であ
り社外法律顧問や社外専門家を雇い調査の援助のための投資相談契約を非常
識でないとしている。 ＧＭニューヨーク支店では， 従業員は委員会の常設委
貝とはならないが当座の委員となり責任体制の一端を担う。 例えば委員とな
った従業員は80％取締役会委員会が重大と考える問題に時間を費すことを許
報告の開示及び準備行為を行わせ委員会に提出するために報告を10日前し，
に作成， 提出しなければならない。 同時に従業員でない取締役にも事業を独
自に調査する権限を与えることを要求している。 また前表示の様に給与・償
与委員会について社外相談役を置く こともある。
秘書は会社と委員会のパイプ役として従業員中から選出しその職務の内容
代表者に委員会の活動報告を行うこととしている。会社 ただし従業員で(よ，
ない取締役によっての糸構成される委員会において彼はその委員会がその活
動に関する情報の要求を提出する宛先は， 会社代表者である。 それ以外は彼
彼の所属する委員会の議長に対して責任を負うの糸である。'よ，
ＧＭの取締委員会は独立して全取締役会の責任と同一の責任を負う， 即ち
各委員会のなした行為責任は全取締役会を拘束する。 各委員会の活動報告は
総て細大もらさず報告されるが， 個盈の委員会の尊重 (信頼）が取締役会を
より完全なものとする。 リカ会社秘書協議委員会及び協会アメ (Conference
ＢｏａｒｄａｎｄｔｈｅＡｍｅＴｉ函、 の報告によれば855SocietyofCorporateSecretarieslnc）
社でこれに類似の委員会 についての研究，(給与・償与・執行・財政・監査等）
検討がなされているが， 実施されている訳ではない。 しかしStockOption(株
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式買付選択)委員会を実施している例は多い。 政策委員会についてＧＭと似た
形態のものもある。ＧＭにない種類としては年金．委任状．相談．開発等の
諸委員会が承られる。
委員会制度の特典を総括すれば，①各委員会の特徴に応じた，注意が継続
して注がれる。②能率的時間の割り振ができる。 ③情報の流れが確保できる。
④委員会制度と共に社外取締役個人に限られた能力を利用することを可能に
する（驍香的役割の活用） 。⑤委員会の活動を慎重にさせるためにスタツ フを
補充する権限が与えられている（社外専門家の補充）となろう。
(ｍ－Ｂ取締役会のある種の役員（社長，副社長）を専従役員とする現取締
役の内部を補強する方法の主張である。
ここではテキサス機器社の例を引き， 取締役会役員とは唯一の会社部内者
会社のために割く時間を長くする方法に配慮を行う。であって， 具体的には
会社に二種の専従取締役即ち１年30日以上働く者と， 15日以上働く者を置き，
彼の定年を55才とし以降をジェネラル・ディレクターとして登録されること
を期待する。 さらに役員選出の資格としての基準を， 取締役会に公平な見方
をもたらす能力をもつ者であることとしている。しかし会社の内心としては，
一度外部へ去った者が過去の経験を生かして監査人と して積極的に参加して
くれることを期待している。
これ等改革事例を総じて染れば， 専従時間の増加あるいは委員会の整備，
スタッフの充実等の補填ないし機能上の変更があったとしても， 取締役会そ
のものはそのままであり現状維持を体裁をもって取り繕うの染の対策と評せ
よう゜
企業関係から拒絶された専門家である社外取締役の活用を取締役(m－ｃ
会運営の健全化に結び付ける実体を検討する。
専門家である資質に加えて(1)競合しない事業の会社における取締役会の役
(他社の取締役会に出席することは可能)社外取締役として活勘する負の立場で
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(3)フルタイム出勤の必要はない。(2)ただ他社の社長副社長は適性を欠く。者。
(4)特殊の技術の所有者であること等を基準としている。
専門一般社外取締役に専門でもない仕事を無理やりやらせる幣害を断ち，
職に打込ませ自己の能力を引き出させる利点が考えられるが， 悲しいことに
リカに於ても専門を自認する者は少ない。アメ
1973年取締役会会議報告（ConferenceBoardReportnote25atl9）によれば
生産会社511社中社外取締役については僅か39名で， その数取締役の数は，
して従事する取締役759名，取締役会議lま社の会社で社長とか経営協力者と
さらに現役引退後指名された315名の取締役と比較ずれぱい長として605名，
かに少数かわかるであろう。 一方会社にしても会社の経営事情にまで彼等に
干渉されることは好まないし，「専門」とい う言葉に対する心理的反発によ
り経営陣から拒絶反応が示されることが指摘されている（HKoontz,TheBoard
ofDirectorsandEffectiveManagementl46-47（1967))。しかし経営指示に重大
な時間を割く可能性という面からいえば， 彼は従来の取締役会役員より経営
指揮者の資格にふさわしいし，
社に利益となろう。ただその］
他社に出ずつばりの社外取締役を雇うより会
ただその指名に当っては，会社にあまりに多くの指揮権
を発動し会社の利益を損なわせないような人であることを確認する必要はあ
また彼は独立した存在でなければならず， 会社から受ける報酬を唯一の守｡０
収入源とする様な者は疑問であろう。
ただ専門取締役に対して示すこ とのできる本来兼ね備えていなければなら
ない確たる資格は多分ないであろう。 ともかくこれ等資格についていずれの
大学の研究も未だ何等の結論を出していない。 具体的には事業体験全般に亘
っての追及心や，』懐疑心， 強力な個性が要求されるであろう。
新しく選ばれる取締役（社外取締役を含む）が取締役会に対して具体的(Ⅲ）
にどれだけの職責が課せられているかをいかに理解していなければならない
かについて説明するものである。
会社は選任について慎重に判断を行なわなければならないが，まず， その
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ための正規なオリエンテー ションを設定すべきであるとする。 何故なら社外
取締役は， 会社が取締役会の適正な役割についてどんな理想をもっていると
しても， 最大の'慎重さをもって自己の職責を履行する必要があるからである。
たとえ会社にいる時間が長くて屯短かくて屯問題点を明確につかまなければ
社外取締役はその役割要綱に従って，ならないこ とはいうまでもない。 会社
からその役割について予備知識をもつこ とが必要である。 ただこの様な役割
要綱が適当なものは大会社だけである。 そのプログラム設定は会社自身で協
計画すべきであ議， 被指名者（社外取締役） Iまこれを十分納得の上で，り，
これ等要綱は彼等が取締役となった後有利その任務を引受けねばならない。
とも会社の実情の不知を以て責任を追及されることは回避されよう）となる。(少なく
(ｲ)取締役会の組織について②役員に期待①取締役会についての情報蒐集
される義務、取締役会の責任を果させるために確立した手続 ②鍵となる企
業運営に関する情報の蒐集調査 ﾒ）②最近の社史に含まれる6)伝記（レジュ
労働賃金E)雇用契約についての要約 ③会社の構造並び給与情況し)報酬金，
(ｨ)登記書10Ｋ報告とか委任状報告のように歴史に関する情報の蒐集・調査
④蒐集な証取委へ登録されている最近の書類の開示③数年間の会社の記録
6)事業及びその問題点を記述する報告及び年報(pﾘ機関情報 (出並びに調査
⑤財政状況に関する書類の蒐集・調査 6)最近及び過去来れば視察を行う）
の予算書(ﾛﾘ会社の独ウ藍査役からの最近の経営報告書目資本即ち不動産， 備
品及び活動資本の状況㈹貸借対照表の財政情況㈹年金計画の最近の財政状況
⑥産業とか社史に基づく問題の範囲におけ及びにその記述(､賃貸借の実際
⑧社外独立藍杏役との交渉⑦経営者トップとの交渉る現状報告の要求
(ｲ)損失と利益の状況についての感触(p）会社の貸借対照表についての感触⑳可
能なら長期の財政計画についての感触目他社との生産の比較で会社及びその
⑨会社が当面している重大な法律上の問題について独自な感経営の感触等
触を得るために一人社外相談役と行なう交渉
社外取締役が現実にその活動を行えるこれ等の要綱を示すのは， ように
としてまた取締役が，取締役と(紙の上の問題に終らせない）するためである。
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気付くべき基礎的な問題を考え直すのは貴重な経験となり， 加えて会社が自
社の特徴の承ならずその計画を特定の被指定者の体験や世間)慣れの度合に応
じてか承合わせることが望ましいことはいうまでもないが，次の２つの基本
的基準即ち①取締役が実際どれ位会社のことを知っているか疑わしいこと②
社外相談役と被指名者の交渉これ等要綱の重大な問題について社外監査役，
総てのプログラムの根定にあると考えなければならない。 指名の必要性が，
されるであろう新しい取締役が上記の詳細な指揮要綱を作るのには長時間を
必要とするから， その時間を補填されなければならない。会社の側からいえ
ばよく練られた取締役会は常識的な投資対象物である。 しかしたとえその指
名者が会社の望糸の人でないと判断されても， 会社について研究をなすため
に使った時間に見合った金額を支払う準備をしなければならない。
完全な役割要綱は，会社の福祉とい う観点から新取締役が合理的に学ぶこ
との出来る総ての事柄を知るべきであることの信念に基づくことが前提であ
これについては異議を唱える人もある。 即わち①取締役は，当然色々
ただ知識だけでは法的責任を
るが，
の法的責任を条件として多過ぎる知識をもつ。
導き出すことはできない。 色々な不正を知っている方が知らない人より多く
責任を負うのは当然であるが， 本当に問題なのは，多過ぎる知識をもって何
もしない取締役であるべきであろう。 何も知らないことを理由に責任を負わ
せた判例は，続出している (例えばＧｏａｌｆｖ､AmericanHawianSteamship事件） こ
とに注目しなければならない。 ②取締役一般に当嵌る問題として多過ぎる知
識をもつ取締役が基本的に経営をどうするかにまであえて立ち入るか否かで
経営について正確に知ることの承が取締役の任務ではない。ある。 任務とは
彼がすべきではないこと， あるいは知るべきではないこと (禁止条項や職分上
の分別）の中にある。取締役は決して部下に指示を下すべきではな <，また
ｹﾐ，あく上役に対しても指示を与えるべきではない。 知識は使うべきであるが，
主でもそれは経営者としてではなく取締役として自己の職務を分担する方向
に対わせるきである。
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（Ⅳ）取
いっても，
締役は，法的には誠実義務とか， ある種の注意と熟練を要すると
具体的な責任基準が示された訳ではないから， 社外取締役として
以下に述るスケッ自分がいかなる責任を課せられるのかに困惑させられる。
具体的な社外取締役の監査役としての任務や， 彼が蒐集するに当ってチは，
払わなければならない注意の基準を探ろう とするものである。
(Ⅳ)－Ａ最近， 事件を通じて会社の財政機構の欠陥が指摘され会社会計
全般に亘る外的監査の基準 (藍香委員会）が明らかとなりつつある。 この藍
査仁は， 当然経営上の圧力干渉が加えられるから， これを会社から独立した
その干渉を排除する性格を付与しなければならない方向が示さ委員会とし，
れている（ConferenceBoardReport (l973Lsupranote25・at６４)。彼等の注意は，
議事録の作成を経営者が行なわないことを補なうために払われなければなら
ただ現実は，８６％の会社で， この委員会の役員を独占的に従業員に非ない。ただ現実 一
らざる取締役を当てているので，
屯いえない。ちな柔に従業員のと
その独立性が保たれているものとは必ずし
ちな柔に従業員の承の委員会は，僅か３％であるから少なくと
もその３倍の機能補強を行なうことが必要であろう。理想としては，社外取
独立して監査年報の調査・検討締役の承によって構成される監査委員会が，
あるいは監脊を出するまでの過程の調査を行うぺきであるとする。 その員数
↓ま，３～４人を適当とし， 財政的熟練よりはむしろ素直な意見を述べる人，
さらに好奇心の持主で， 不明瞭をそのままに出来ない人がその職に適任であ
る。委員会の開催は，社外監査人を参加させ年２回とし，その重要部分につ
第１回は監査人の提案する見解の調査を，いては，社長抜きで行ない， 第２
回には監査人の糸出席のうえ財政報告を行う。 この後者の会合では、監査人
間での事項の確認，
し，自己の見解のョ
もできる。加えて！
報告書の体裁・内容等の承認を行なう。 監査人の権限と
主張， 会社が行っている会計慣行に対して勧告をなすこと
加えて監香委員会は， 独立藍杏人が行なった仕事の状況を調査し
取締役に対しそれを報告しなければならない。若し経営者と藍査人の意見の
相違;が生じた場合には，監査委員会が再確認調査を行なう。壗杏委員会は，
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他社と比較し，その結果をｉｆ楢!)すべきであり， 新らしい会計原則が出来れば，
委員会が監査人の選任・監その将来の効果をも調査すべきである。 ただ監査
監査人の調査分析についてその調査権限をどれだけ拡大で査人見解の調査。
それぞれの会社が自から決定すべきものであろう。きるのかは， 例えば，多
証券取引委員会その他法的団体に提出した報告<の委員会は，社長の手紙，
年報の会話に含まれる部分にも及ぶべきであるとする。 これ等権限を含め，
委員会が経営の場に巻き込まれ監査に公平が帰し難くなるというの拡大は，
それと全く逆に経営の健全化を計るとい う利点の両面を具有してい危倶と，
る。
ただ実態は， この監査委員会が取締役会の一部に定着しつつあり， 1973年
の取締役会会議報告によれば50％， 1976年のコーン・フニリー調査では89％
勿論この委員会が取締役会中に法定された訳ではないが，に増加している。
証券取引委員会は，
し」としているの。
｢会社にこの種の委員会がないこ とは委任状に明示すべ
この委員会はますます増加することが予想される。で， ざ
らにニューヨーク証券取引委員会あるいはアメリカ会計保証協会もこの制度
の奨励を行なっている。
（Ⅳ)－Ｂ特定の州では，合併契約には取締役会の承認を要することが規
定されている（デラウェア一般会社法§251，ニューヨーク事業会社法§904)。
合併契約につき最終的経営判断を行なう権限をもつ。なかでも社外取締役は，
それ故彼が， どの様に合併を承認する議決権を行使したが説明できるように
しておく必要がある。権限を行使するに当り， 何にポイントを置いて調査を
①一体経営者は合併の枠組を独占的になすべきか否か②すべきかといえば，
合併及びその条件で経営者の申出と取締役個人の願望とが対立していると常
識的に考えられる場合， 彼は合併を承認できるものか否か③経営者の申出る
主張をどの程度信頼してかかるか，その他善意にして最高の判断により事業
の将来への見通し等を重視し，従業員，消費者への影響を配慮すべきである
社外取締役が初期段階の情報蒐(勿論法的には株主に対する配慮の柔で足るが)。
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集から得た状況で判断を下し，
併といえよう。言葉でそうい
それが株主の利益と矛盾しないのが適当な合
うことはた易いが，それ以上の情報を集め，誰
からも非難のない判断をすることは容易ではない。当然その判断は， 経営者
のそれとは異なろうからである。
株式買い占により合併が行なわれる（証券取引法違反の可能性)場合,社外
取締役は合併交渉に積極的に参加すべきである。 その場合，合併賛成派の流
す経営情報をむや糸に信頼しては危険である。 それを避けるために別雇用の
相談役， 投資銀行家の援助を求めることが欠かせない。 社外取締役の任務は，
当該合併行為が証券取引法に適合するか否かの確認である。社外取締役が事
前に，合併を納得するに足る経営者側の情報昔側 （例えば，経営上の利益，会社増
とはむずかしい。まさに社外取締役が監大のための新株発行等）を入手するこ
査責任を発揮する正念場となるのがこのときである。前述のペン. セントラ
ル事件を評価する証券取引委は，「社外取締役は，合併の疑問点を指摘し，
それを否定すべきである」と示唆している。
ただ合併について社外取締役が払うべき注意の基準はなく， 彼は絶えず経
営者からの情報が歪められていることに心を配らなければならない。出来得
合併を行なおうとする会社は， 調査のための常設の社外取締役からなれば，
る委員会を設けるべきである。その委員会は，①経営者による合併要綱の作
成②合併調査を委託する前にこの要綱を委員会に提出さ せ③相談役・投資銀
合併の将来性等を討議し④情報不足の行家等の社外の者と合同会議を行い，
社外専門家にその追加を求め⑤経営者， 社外専門家等が合併の利害ときは，
関係人であることが委員会調査て判明したときは， 独自に委員会が資料から
その合併を評価する努力を行なわなければならない。
仕事を奪われ厳しい管理下に置かれる(ｍ－ｃ会社乗取りは， という点
で経営者にとって非常に恐ろしい現象であり， それはしばしば経営者の利益
と株主の利益が相反するときに起る。 それ故十分な監査が必要なことはいう
までもない。
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乗取りの発生lま， 取市場価額より高値で株式を買い占めることに始まる。
経営者がそれを察知し合併を避ける締役会に問題が直接関わりを持つのは，
取締役の責任が発生してくる。べきであると判断したときであり， 以後社外
合併が成功すると株主は， 当初のプレミアムで株式を引受けられない不利益，
社外取締役が若しこの合併に反対し， その結果株主申入人や株主に損害を与
えたときは個人責任を負わなければならなくなる。 また若し合併が合目的的
疑義を差挾んで資本を流用したという責任が課せられる。である場合， この
被合併会社の株主は相手方を強奪老として訴追したり，合併を阻止するには，
合併が会社に間違った経営を行なわしめたことが立証されるとき可能となる。
合併が争われる別の根拠は，合併価額が不適当（不当に安い）であるとか，
また乗取人としては，株もっと高額が引き出せるかもしれないという思惑，
価を引下げる目論見で会社を支配できるだけの株式を買い占め事後の買い付
をストップさせ他の株主が株式を全く処理できなくする可能性もある。 経営
全く乗取人間の思惑に挾さまれ社外取締役が合併を是認するか否かは，者.
とことん社外取締役が経営者と情報蒐集等で話し合困難な問題となるから，
うことは稀であろう。
れない。会社としてＩ
むしろ社外取締役の判断を交じえない方がよいかもし
先に社外取締役に合併の調査をさせ， 自身は何もせは，
株主がそれに賛成していることがわかるとず， (必ずしも総ての合併が株主に
(即ち社外取締役の調査が無意有利とは限らないが）会社がその合併を追認する
味となる）危険もでてくる。
これ等社外取締役に与えられた経営に立ち入る権限の数食にも満足せず，
社外取締役から成る委員会の確立を求める声は大きい。 この委員会の使命は，
‘そのために独立の合併紛争がどの様な意味をもつかを判断することであり，
､は投資銀行家の援助を得て紛争の原因の解明を行なうこと力§よ相談役あるし
い。経営者としては，この委員会に自分が何故合併に反対であるか等の意思
表明をする。ただ相手方（乗坂入）と社外取締役が合うことは個別交渉を誘
発するから避けるべきである。
れた熟練者が示す情報，助言Iｉ
たとえこの委員会が経営者自身やその雇い入
助言に信頼を置くことがあるとしても，それはその
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委員会が経営者も相談役も会社にとって何が最も良い方法か客観的に判断が
下せないと結論したときだけである。 この観点から，委員会は社外相談役を
雇うべきである。
証券取引委員会の調査が開始されたり，(Ⅳト， 通常の民事訴訟が提起
社外取締役がなすべき行動として，されたとき， 先づ自己が負っている責任
は，同胞である取締役に対を詳らかにしなければならない。 例えば誠実義務は，
してではなく株主ないしは，
自覚しなければならない。’
会社債権者に向けられなければならないことを
ただ両者の親密度からいって，感情的にむずかし
さらに重大事実の開示義務が負わされる。い事柄であろう。
証券取引委員会のなす調査の内容は，Ｄ－(1) ①会社の過去の慣行②運
法な内部取引③委任状に違法な開示がなかったか否か等を確認するために
取締役その他従業員について調査を行なう。
この調査に対して社外取締役は， どの程度任務を負い活動できるである
①証券取引委員会が疑わしいと思った事実を速やかに知る権利をもうか。
②会社部内者が従業員に調べさせて得た情報は不正確つことを初めとし，
であるから，そのＩその情報に頼らず社外の監査人，相談役を頼むことに陦曙す
また情報の発生源が道義的に不正確と思われるとべきでないし， きは独自
③委員会がその調査が独自に行なわれ得るもの調査も行なうべきである。
彼はさらに裁判所任命の破産管財人の要求や，のと判断した場合は， 裁判
所の命令に従って新取締役員の選任を要求することしできる。
主に社外取締役が派生訴訟の被告となるか否かについて検討すＤ－(29
ろ。社外取締役自からが訴追された行為について知っている場合は， たと
え理由が不十分であっても訴追される。その他全取締役会を訴追する条件
が充たされていると看倣されただけでも彼を被告と して指名できる。ただ
取締役会に救済を求めることを要求法律は（社外取締役に対してではなく）
I34
してし､る。取締役会Iま， これに応じ自から訴追された請求原因を追求し自
これに対し裁判所は，株主有志の意思分が当事者となった様に行動する。
事件に介入していない取締役と会社の最良の利益とが矛盾する場合には，
会役員が下した結論に近ずけるように努力しているようである。その結論
独立の社外取締役の判断が絶対的である場合にいえることである。とは，
この点で社外取締役の主張は'付度されつつあるといえよう。 ただこの場合
にも社外取締役が社外相談役の協力を得て調査を実施すべきか否かは問題
勿論彼自身がその合併行為に介入していてそれが訴追されていれである。
必然的に法的な相談役を立てなければならない。 この社外相談役は，ば，
①社外取締役に取締役会の中で， 公正で疑のない代表者が誰か決めるとき
助言したり②会社の相談を複雑な問題と認識しこれに真剣に取組承③相談
役として首尾一貫した専門的倫理観をもっている者で④必ずしも被告を代
表するものでないから，被告を代表するためには，別途相談役を任命すべ
⑤経営者は彼の行う助言を信頼し， それに従わなければならなきである。
⑥以前からいる顧問弁護士が行なった助言を社いことはいうまでもない。
外取締役がいかに取扱うかは問題である。悪い相談役とは， 訴追された行
為を頭から合法と決めてかかる者である。その様な人はたとえ機会が与え
られたとしても求められた精励をもって会社の利益を追及することは先づ
社外取締役は調査に協力するためないであろうからであろうからである。
に雇われた社外相談役がなす示唆と同等ないしそれ以上の判断を下さなけ
健全な社外相談役を選定するときに要する'懐疑や偏見は，ればならない。
同時に社外取締役に対しても有効な検討資料となる。
(ｍ－Ｅ取締役の報酬は， 原則として受取人以外の者が決めるべきであ
それ故社外取締役だけで構成された給与（報酬） 委員会がそれを決めるるｏ
この委員会は①主脳陣の報酬決定②経営者が管理することにべきであろう。
なっている範囲で執行部の報酬方針を設定するという立法的機能を果すこと
営者報酬引上の主脳陣への勧告に関する調査及び監視を行なうこと④株③経
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式配当の管理等を行なう。 ただ上記①の決定に時間がかかり過るという批判
また社外取締役は経営者の勧告にめくら判を押す傾向が強いとのIま多いし，
社外取締役にとって誰が部内者で誰が部外者であるかを区別す批判もある。
また会社が好成績を上げたからといって，ることはむずかしい。 それを総て
主脳陣の活躍があったからという事由に結び付ける訳にはいかないだろう。
①主脳陣の報酬決定には社外相談役の示す報酬委員会の理想型としては，
その基準は全取締役会によって討議世間的報酬決定水準をこれに役立てる。
②主脳陣に対する報酬決定には取締役会は，されなければならない。 懲戒的
委員会の方針に従って活動するこ役割を果さなければならない。主脳陣は，
取締役会は主脳陣がその方針に従ったか否か(例えば多く貰いとが期待され，
過ぎていないか）を見守らなければならない。そして若しそれが遵守されてい
れば推薦状を受理する。③精励報酬の対象は，会社に及ぼした影響や会社が
かかる行動を取るに至った動機等を配慮し， 冷静さと精励の両面から調査を
④主脳陣に対する報酬決定の基準となるものは《)会社全体の報酬構造行う。
(ﾛ)主脳陣の義務履行状況〃》将来行なうという約束（抱負)目匹敵する会社の報
今後の開発計画を通じて人的酬等を考慮すべきである。⑤経営者が例えば，
評価に値するか否か，さらに中間経営者(sub（さらに中間経 (SubordinateManagement）を確保し将
来彼等が主脳陣になる見通しを立てる計画を会社がもつ ようになることを念
押ししなければならない。
経営者のなした義務履行を適正に評価す驍香番員会の任務は，（Ⅳ)－Ｆ監｜
ることである。
梁られる。社ク
す。監査項目，
しかしその基準はないのでこれを規定化しようとする傾向が
れる゜社外取締役は，
監査項目としては，’
この委員会に情報提供を間接的に行なう役割を果
①取締役会， 主脳陣がなした予算書の承認について
の監査②各取締役会の開催に先立ち各委員会へ社長からの備忘録を郵送する。
この備忘録に書かれている事業活動の評価 (義務が履行されているか否か）を
象は，会社にとって重大な行為監査しなければならない。ただ監査の評価対象は，
の糸ならず類似会社の比較データについても拡大されつつあるが， 社外取
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締役にとってはむしろ重大な問題に絞り仕事量を減らすことに努力すべきで
実際監だからといって正式書類の承でそれを評価する訳にはいかぬ。ある。
査委員会の構成員中社外取締役と部内者の半点で構成されているものは非難
主脳陣その他の経
社の運営，主脳陣の
社外取締役が手
の多いところである。特に注意しなければならないのは，
営者と少数の社外取締役との非公式の会議 (その中では会 の運営，
に対する評価である。活動調査等会社の深淵な問題を取扱う）
段を介し中間経営者から日常的な情報を入手しそれの承を信頼することは危
とすれば監査はだからといって信頼度の低い情報で甘んぜよ，険である。
若し中間経営者と社外取締役の間に情報供給契約が結ばれ無意味になる。
れば上記の会社組織に阻まれ入手困難な情報も入手でき評価はよ り確かな
それ以外にも経営者の糸で構成される委員会へ社外取締役を屯のとなろう。
多数送り込糸経営陣と社外取締役とが会合をもてば更によい。 研究会とかセ
ミナーを開催し中間経営者と社外取締役が接触し情報提供のパックグラウソ
Fを作る試承は促進すべきであり実際に実行されつつある。 これ等の調査，
情報を裁判に使用することは意味がある。 社外取締役自から進んで経営者の
印象を述べることを不誠実とすべきではない。 裁判のために社外取締役が今
までの方針を変えたり， 必要ならば取締役会役員全員を排除した会合を開く
のしよいであろう。要は社外取締役のやる気であり， 彼等の間の信頼，尊敬
は評価（監査)委員会lま欠くことのできないものである。社外取締役あるいは評
の評価が会社の死活を争う闘争の場において主脳陣の退陣を求めることで結
実することもあろう。また評価は，
いは各委員会に向けて表明され，ｉ
る。
形の上では年次報告として取締役会ある
経営者の格付（勤表）も示されるものとす
1975年オキシデソシヤル社の株主総会の株主提案に「委任状にはその格付
ばかりでなくその基礎となる事実も開示せよとするものがあった。 これに対
する経営者の反論や， 投資者責任調査センターの調査を信頼すべきであると
総会の13.8％の賛成があったことは特記すべきことであする意見もあるが，
ろう。
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従来経営者圭脳陣は取(Ⅳ） 取締役と経営者の関係の心理的変化として，
締役会役員の選出を行って来たという慣行(法律上のものでない）から， 社外
取締役を含めて役員を｢チームの一員｣と考えてきた。経営全般に懐疑的態度
を示す入念は，まず再選されないから，その体質はますます』経営者サイドに
たとえ内部で何があっても議事録には何もなかったように記録され片寄る。
るであろう。 こういった根深い流れをどう変えるかが問題である。 例えば取
締役会に強権を与え主脳陣がそれに従わざるを得ないような委員会を確立し
規定化する。なかでも社外取締役の役割は，
することを勤めることである。その主張は，
委員会を既成の委員会に組織化
増えつつある取締役責任の強化
と引換で行なわれ，
責任とは，取締役；
取締役自身納得の上で従来の流れを変えつつある。 その
いやいや働いたり敵対姿勢を露骨に現わす社取締役会において，
外取締役の意思に依るよりむしろ法規定に従う場合にの糸まっとうされる。
経営者と取締役会の間がうまく行くためには， 両者とも会社の利益について
としなければならず，両者に善意をもって運営がなされるという仮定を前提としなければならず，
協調関係があることが必要である。 しかしそうすると取締役会の藍香的機能
なかなか果せないという自己矛盾に鵬いる。 社外取締役は，絶えず自己lま，
自分は経営者や取締役会が任命したものではなく，の立場を自覚し， 株主に
より選出された代表者であると考えるべきであろう。
必ずしも社外取締役と直接関係のあるものではなく， それとの関わ(V）
りで取締役会組織の全般に亘る問題について触れる。
(V岸Ａ取締役会の構成について，会社は経営者と取締役会は明確に分
離されていないという批判に敏感になって来た。 加えて取締役会に消費者，
社会心理学者，あるいは少数株主を加えようとする傾向も見逃すことはでき
ただこれ等利益団体の代表は公益的取締役とはいえないし， 本当に取
だからと
ない。
締役会の役員に対して自己の職責を開眼させる力とはなり得ない。
いって取締役の選出母胎を狭めるべきではない。 例えば，女性や黒人の洞等
１３８
察力も捨てたしのではない。肝心なの'ま，その選出の配慮に批判的・監査的
機能をやり遂げる意思の存在である。
生産・非生産会社の大多数1973年取締役会会議報告書は， (71～86％）に
社外取締役（この中には従業員も含む）が多数を占める取締役会が存在するこ
'te25at2)。そしてその中
若し社外取締役に，主に監
とを伝えている（ConferenceBoardReport，supranote25at2)。
でも社外取締役を高い地位にすえる傾向がある。
査的機能を発揮させたいなら， 取締役会中にもっと多くの社外取締役を導入
し易い様にすべきである。 被指名者がどれだけ取締役会の重大な監査的機能
を果す能力をもってがその選出の基準となる訳だが， それは具体的には社外
取締役がその任務に十分没頭できる時間をもっているか否かにかかってくる。
それを全社外取締役に要求する必要はないが， 少なくともその時間は１年に
12日以上出勤しなければ責任が解除されないように序をになっている。 ロ」－
ソ．フェリー調査（l976supranote31）によれば，社外取締役は407社で平均
取締役会の責任追及の為に時間を使ったとしている。1年101時間， さらに
実際.資本が10億ドルを超える94社については， 1年140時間としている｡
取締役は内心では，
う。主脳陣が取締１
それよりしっと多くの時間が必要であると考えるである
が取締役会に出席するのは，一般的な慣行である。これは他の経
営従業員が取締役会の構成員である限り避られないものであるが， 社長と従
業員がいて取締役会で意見の調整を行う場合それに払う配慮は， 命令系統の
混乱を生ぜしめることとなる。 従業員を取締役会の一員とすることを許した
主脳陣の指揮権を監査することは望ましくないと思う。場合でも，
取締役会の構成員の理想的な数が何名かはわからない。 ＝－ソ・フェリー
その内３名は，取調査は，８～15名を適当としている（ｌ９７６ｎｏｔｅ３１ａｔ７)。
締役会の規模がどうあろうと， 社外取締役が占めるべきであるとする。 ただ
この最少値の３名でも， これを核にして別の独立した者を選ぶことになるか
らという理由で否定的な者もいる。
フニリー調査の分析結果を問答形式で行なっている。以下に＝－ソ. ①取
締役会の上部役員に最適な条件は何か， 特に監査的役割を実行するために－
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②社外取締役は各委員会に何人いれ体何人の取締役があればよいか（３人)。
③取締役が複数の取締役委員会に奉仕してしよばよいか（少なくとも２人)。
(彼等がその役職の履行に要する時間と重複するか否か、経営者のいかについては
④監査委員会は，経営するのに一体何人必要かにかかってくる)。経営状況彰壗香
委員会より大きな権限をもつが， 経営委員会がカバーし切れなくなった問題
についても全力で任務を遂行することが要求されていることに留意しなけれ
ばならない。結局，これ等総ての数的制限は，経営委員会の規模に合わせて
適切に判断されることになる。
社外取締役の支配する取締役会の利点は， その独立性を保証する(VトＢ
ことによって初めて意味があるとする。 独立とは，冷淡とか卑屈を意味する
能力をいう。ただ経営者と取締役会のでなく，主脳陣に助言，監査を行なう能力をいう。
とを否定するものではないから，が有効な活動をするこ 社外取締役は経営者
を取除かねに対する偏見
ばならない。
(経営者は決して善意で取締役会を運営しないものだ）
また経営者に対しては常に反対の投票をし，別の意見を必ずも
っていなければならないことを意味しない。
今までの慣行から独立性の確保が容易ならざるものであることはわかって
彼が独立的態度で臨める環境作りには， 社外取締役で構成する役員指いる。
勿論宇脳陣と候補者の選出定委員会で彼を選ぶことである。 その委員会は，
について相談すべきではあるが， 採用に当ってその拘束を受けるべきではな
い（株主は委任状制度の完備と経営に対する無関心により， この選挙にはタッチしな
何故なら株主の参加が認められたとしても彼等の指名が通るのはいのが普通である。
ただ株式投資家は，経営者作成の候補者名簿を
ソン社の株主は，各社外取締役に２人の候補者
風の中の藁の様なものだからである。
そのまま承認しなくなっている。ニクソン社の株主は，
それは結局はうまく行かなかったが，を指名することを経営者に提案した。 社外取締
全体的な経営者支配を変えようとする勢力を示すものである)。役の選出についての，
①報酬が唯一の収入源であったり②経営者や独立性の欠格理由としては，
他社の相談役や投資銀ミー選出に発言権をもっていたり③主脳陣がその〆ソ’
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行家である取締役候補であってもそれが主たる収入源となる場合④1940年の
過去２年以内で会社経営者とその事業ない投資会社法の類推解釈によれば，
社外取締役としての独立性を認し専門的関係をもって在職していたしのは，
められないとしている（ｌ５ＵＳ．Ｃ・§80ａ－２ (19）（1976))。勿論社外取締役
自身が取締役になろうとしない限り取締役になれないが， 取締役になりたい
，絶えず批判的態という意欲そのものと独寸絆は矛盾しない。 社外取締役は，
度ではなく調査的態度で臨むべきである。
取締役員中従業員でない取締役の報酬額を提示して，(V)－Ｃ 社外取締役
Iまそれより若干低い状況を説明する。
かつては，部内者取引（InsiderTr’
に付与することが承認されていたが，
のようなものも報酬として取締役Trading）
現在ではこれは明らかに違法である。
必ずしも金銭でなければならないものでなく精神的報酬も考えられ報酬は，
しかし社外取締役が現在要求している様な時間の浪費となったり献心よう。
的な奉仕を求めるのは不適切であろう。 ただ貨幣での支払は，特にインフレ
期に際して急速に廃れつつある。
実例を掲げれば，ＧＭの非従業員取締役は年１万ドル，それに委員会の峯
仕に対し7,000～１万5,000ドル,さらに各委員会の会合毎に250ドルが支払わ
れている。この最後の， 会合毎支払の慣行については疑問の多いと ころであ
また３種の取締役委員会をもつテキサス機器社は， 年間３万ドルとし3０る｡
日を会社に拘束する。 ただし総取締役に対し80日の拘束時間がある｡ この社
年間１万5,000ドルとし15日の拘束時間を要し１日超過する毎にの原則は，
る。生産会社の平均は，1,000ドルが支払われてい 年間7,400ドル，１会合毎
均は，8,930ドルである。に365ドル支払われることになっている。総支給平均は，8,930ドルであ
コーン・フェリーの調査によれば，生産会社の90％が交通費，諸雑費に要し
た実費を全額支給している。
(V)－Ｄ取締役の責任の増加傾向は， それを引受ける人に会社に対し自か
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保険の増額を促がす。この二つについて，らが負った損害の補償あるいは，
現存する法律（模範事業会社法，
を通してその理念を考える。
ニューヨーク事業会社法,デヲウーアー股会社法)，
100年程前までは取締役が訴訟にかかった費用を会社(V)Ｄ－Ｕ）今から
が補償すべきか否かは問題であった。 現在は，各裁判所は，補償について
の広い法定権限を自治的に付与している。 さらに1967年模範事業会社法が，
広い消却準備金規定を作って以来 (ModelBusCorpAct,Ann､2．（1971）§5）
この制度を規定化してきているわずかながらも，
会社法§145参照，
りの差がある)。と
州法で， (デラウニアー股
しかし模範法を基礎としない州の間にあっては， 規定化にかな
訴訟に勝つた
つさらに第三
このデラウェア法は，取締役が訴を提起し，
とぎは彼の出費した費用の償還が得られるこ とになっている。
）を提起されたときも，被っ者から，あるいは会社から訴（派生訴訟を含む）
では，取締役た損害の補償を受ける。 第三者訴訟（独禁法・証券取引法等）
Iま自己の出費した弁護士費用を含むものの補償を， 若しその訴追された行
為が善意でなされ，会社の利益を侵害せず，
とが確認されれば，判決・罰金・和解に要
あるいはそれと反対でないこ
した金銭をも含めて補償される。
それ等の責任について補償をいくら求めても，しかし現在のところ， それ
を許容するのが裁判所であることを明記しておかねばならない。 さらに刑
ただその行為が合法であると信ずる場合にも補償される。事訴追の場合で，
ただ取締役の任務癬怠， 違法行為があれば補償をしなくてもよいが， 裁判
所は諸般の事情（該当者と利害関係のない取締役， 株主，法律相談役の文字にな
った意見）を鶴酌して，それを適当と思えば補償をしてもよい。
模範事業会社法もデラウニア一般会社法も，補償について，合意ないし
株主と利害関係のない取締役の議決等の広い条件をいかに限定業務規則，
すべきかについて規定を欠く。ただデラウニア法は，防御訴訟に彼が出費
訴訟の結果が明確になることを要件とした費用の補償については， してい
後で彼が補償される資格がないことが判明した場合そない。その費用は，
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の額を返還する旨の取締役間の合意をうけた上でなら訴訟係属中でも前払
いきれる（同法§145(e))。弁護士費用は，この中に入らない。
制度上の規定を
，附属定款や，
別途その条件
どの州も上記の補償規定の様に大雑把なものではなく，
排除しようとする州もある。例えばニューヨーク州の様に，
株主・取締役の議決権（株主総会・取締役会）行使によって，
を掲げるものもある（同州事業会社法§721)。
結局は，取締役になることを，
ろ総ての者，または総ての費用
訴訟から発生する危険か ら避けようとす
をその補償法(模範法§5）がカバーするも
それを解釈するのは裁判所である。のではない。 その他の州法も期待され
る総ての種類のことを定めてはくれない。 それについては次の保険で補う
以外にはないのであろう。
(V)Ｄ－②最近Ｄ＆Ｏ(InsuranceagainistDirectors，andOfficers，Liabinty）
保険の発達はめざましく，コーン・フェリー調査は，一般生産会社の87％
にこの規定があることを報告している。 ぱ，会社にこの種の保険を
これに反対する理論は，取
かつては，
支出できる能力があるか否かに争いがあった。
締役に負担を負わせるこ とは取締役の責任を追及することに通じ， それは
彼の行動について報復懲罰を意味するのだとする。 換言すれば責任追及と
いう脅威は，
かし州法は，
取締役に高度の責任を負わせることになるからだとする。 し
その保険を法律で認めてきている。 デラウウエア法及び模範法
うな責についても保会社が自から制定法の下では補償が得られないよlま，
険を許す明文の規定を置いている。ペンシルベニア法は， そのi趣旨を一更
明白にし「この様な保険は，
としている（PaStat、Ann．
この州の公益に矛盾しないことを宣言する」
titl5，§１４１０（９）（1968))。
保険を薦奨する基礎は， ①能力ある人ほど訴訟の危険に敏感であり， こ
うでもしないと役職を引受けない。 この様な傾向が助長され引受手が減少
することの幣害は， 反対論の懲罰的要素より重大である。 どんな場合でも
取締役の責任を軽減することにはならないからである。保険は， 加えて自
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身の持つ専門家的良心，責任ある態度は，これにより助長される。さらに，
取締役はたとえ彼等が訴訟の審理の過程の中に呼ばれると否とに拘わらず，
自からすすんで敗訴になるかもしれない事件の被告となることはまずない
と考えねばならぬ。②保険といっても，取締役が公的に自己の職責を果た
すためになした行為から発生した責任に対して自から掛けた保険が支払わ
自動車の運転ミスの様な不法行為責任に対してれるものと， 支払われるも
のとには一線が画されていない。 取締役自から保険を掛け，それを補填す
るために報酬を上げることは可とすべきであろう。
勿論責任保険は，万能薬ではない。 会社の中には掛る金額があまり仁高
いという理由でそれを陦躍する例も承られる。 また保険が支払われる対象
,違法な報酬を得たとか，取締役が負う責任の全部ではない。 例えば，lま，
証券取引法§16(b)の部内者取引に類するものは排除される｡ ただ自己の責
会社の利益を第二と考える取締役は， 良き取締役とはいえない。圧を逃れ，
補償・保険が財政上の総ての責任という重圧を取除いてくれるものではな
い取締役は務まらないし，責任をうける危険を覚悟しなければとうてい◎
逆に仕事によって得る金銭ないし非金銭的報酬がその危険を価値あるもの
とすることに満足しなければならない。
若し人々が重大な責任を負う社外取締役を受入れなければ， 別の手で経
既に，監視誉活動を監査する法改正が検討されなければならない。 例えば既に，
的機能を①公益検査官(PUblicExaminer)②官吏取締役(GovemmentalDirector）
③州の任命する役員という ような者に委任すること が提案されている。 た
だ現法体系の中でも私(独裁）的事業管理については，幅広い変更を加え
ることによってその悪幣を十分侵食， 抹消することが可能である。拡大ざ
れつつあるこの様な責任を負わされた， この様な私的管理体制を甘受する
われわれの社会で既に特定の価値をもっている制度（委員会制度。人汽は，
の存立のために個人的な働きかけをすることが間われ社外専門家等の導入）
ている｡
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(1)アーサー・ゴールドパーグ氏は，アメリカ連邦最高裁元半l事であり，この事件
｢社外取締役は監査者として行為しあるいは時にはまともな質問をすについて，
るのにさえ十分に独立した情報を収集することさえできない」という小文をニュ
－＝－ク・タイム紙に寄稿している。神崎前掲誌37ページ
Ⅳ結びに代えて
昨年10月24日開催された比較法制研究所の研究報告会のレジュメ本稿は，
当日時間の関係で報告を省略した箇所を再生させたものである。に手を加え，
質問を受けた。なかでも社外取当日は出席の諸先生から幾多の有益な助言，
社外が何を意味するかについての質問の解社内，締役という術語について，
答に全く窮してしまった。
ｉまない。今まで読んだアメ
るものを見出せない。そ＊
明解な解答は，本稿に於ても完全に果された訳で
リカの会社法に関する解説書でもそれを定義付け
，社外取締役の複雑な実
紹介論文を通じてある程
それはアメリカにおいてさえ，
態を完全に捕捉すること が困難な問題であることが
度おわかりいただけたと思う。
ことにわが国の取締役会・取締役については，昭和25年の商法改正を境に，
実務界に於て自治規則に基いた独自の慣行が行なわれ， それが商法の予想す
る行為規範をはるかに超えた細密なものとなりつつあることが鋭く指摘され
（１）
たこと力:あった。そこでは常務会のわが国での実態を明らかにし取締役会と
の関係を明らかにする試糸がなされた。ただそこでも捕捉すべき実態その屯
②
価を詳しくすればする程常務会の法律構のが流動的であるので，その法的評
成が困難なことが立証されている。
取締役の会社における地位を示す法律には， 商法第254条３項，第254条の
２という単純な規定があるが， それは正しく会社との関係を委任関係という
しかし取締役の実態についても，会社と単純な法律関係に集約してしまう。
の関係で純粋な受託責任の糸を負う者によって占められる訳ではない。例え
ば使用人兼務取締役のいない取締役会を探がすことはむずかしいであろう。
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英米では藍香控という会社機関の存在を欠いているから， ただちにアメリ
力の社外取締役と日本の取締役会， 取締役を比較することが合理性をしたな
いという批判も成り立つといえよう。 ただ前述の通り昭和25年商法改正で，
リカヘの接近は実務界ではとどまると取締役会制度のアメ ころを知らない。
わが国の監査役制度への不信は，アメリカにおける取締役会，取締役への不
不二サッシ事件で監査役の責任が迫信に通ずるところがないとはいえない。
セントラル事件で社外取締役の責任が追及されている及されるのと，ペン。
のとは偶然の一致とはいえまい。前掲の服部論文と同様これまた前掲の神崎
③
論文は，同じ経済同友会の実態調査を通じ，経営という行為規範の極めてあ
いまいな法領域 (例えば取締役の会社に対する善管義務とか忠実義務とか競業避止
義務とかいう一般行為規範は， 経営責任を一体どの程度追及出来るのであろう） I己
具体的基準を示す役割を示した｡これ等の業績に若干のアメ若干のアメリカ会社実務界
しかしアメリカにおいてもでの諸対応を附加えるのが本稿の目的であった。
社外取締役の取扱いについて今後に残された問題点の多さを知るべきである
う。
(1)服部栄三，常務会の序説的考察，
（昭和39年）
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経済同友会の第１次調査（昭和32年）から第３次調査（昭和36年）を指す。(2)
(3) の実態経済同友会鐸営方策審議会（昭和52年１月下旬から２月中旬にかけて）
調査を指す。
